	タオル製造業


輸入品増加の影響でタオル業界は厳しい状況が続いていたが、平成23年春以降、生産は底打ちの兆しがみられる。品質が優れ、納期が確かな国内製品を見直す動きが出ている。ただ、最近の綿糸相場高騰などのコスト上昇分を吸収しきれず、業者の収益は悪化している。

消費者の高品質タオルへの関心が強まっていることから、今後、泉州タオルが市場シェアを回復する機会が出ているが、震災の自粛ムードが長引けば、需要減少が懸念される。

業界の概要

タオルは布面にループ状のパイル（輪奈）を有する織物で、このパイルがあることによりタオル独特の吸水性、通気性が保たれ、肌触りも良いことから浴用・洗面・汗拭きなどに用いられる。

タオル業界は大阪南部を中心に発展し、昭和10年代には、愛媛県今治地域とともに国内の二大産地を形成するに至った。

タオルは、消費者の自家用としての需要より、法人の贈答用としての需要が多い。すなわち、宣伝、販売促進用に名称をプリントした名入れタオルや年始挨拶用として配られる白タオルなどの需要が、生産の大きなウエイトを占めている。

大阪の地位

大阪府におけるタオル製造は、事業所数75、製造品出荷額等149億84百万円で、全国に占める地位は、33.8％、42.1％となっている（経済産業省『平成21年工業統計表（品目編）』、従業者4人以上）。

大阪での立地地域は泉州地域、特に泉佐野市や隣接する熊取町が中心である。経営形態は年間売上高1億円以下の小規模の独立企業が大部分である。

生産は底打ち
大阪産地の生産動向をみると、平成12年に年間約２万トン割れとなった後、毎年減少が続き、22年は8845トン、前年比4.0％減とピーク時（平成２年頃）の21％強にまで減少した。

これは、中国製を中心とした安価な輸入タオルへ需要がシフトし、輸入品の市場浸透率（輸入量／内需）が、22年には81.5％に達した影響が大きい。

ただ、最近の生産量は23年３月、４月と前年同月比を上回り、５月以降はやや弱含みであるものの、生産は底打ちの兆しがみられる。

中国製品は低価格、少品種大ロットで、問屋など流通サイドでは収益率が良くない。不良品の割合も国内製品に比べると高い。また、最近、中国側が綿糸価格高騰を理由として、納期を遅らせ気味である。こうしたなか、品質に優れ、納期が確かな国内製品を見直す兆しが出ている。中国製品にシフトしていた取引先から、受注再開を打診された業者もみられる。
収益は厳しい
原料の綿糸相場は、近年の農産物価格上昇の影響を受け上昇していたが、綿花の主要生産国パキスタンの洪水をきっかけに、相場は22年秋に入って騰勢を強めており、20年８月の１コリ（20単糸で約181キロ）６万円が、22年３月には10万１千円と68％強の上昇となっている。一方、タオルの製品価格は若干の価格改定が認められたものの、コスト上昇分をすべて吸収できておらず、業者の収益は悪化している。

販路開拓に向けブランド化を推進

販路開拓のため、業界では組合が中心となり様々な取組を実施しており、中でも、タオルのブランド化を積極的に実施している。16年に｢泉州こだわりタオル｣を商標登録し、ブランドの浸透に取り組んできた。組合企業が独自に開発した高品質の製品を、ブランド認定委員会が審査した上で、｢泉州こだわりタオル｣として、ブランド表示を認めている。上質な素材を使い、吸水性が高いといった機能面だけでなく、環境重視や風合いの良さなど、メーカーとしての「こだわり」がブランド認定のかぎとなっている。さらに、東京、大阪で定期的に｢泉州こだわりタオル｣の展示会を開催し、消費者への認知を促している。

業界あげての活動の結果、ブランドの浸透度が高まっており、小売段階での取り扱い要望が徐々に高まっている。

ブランド認定は３か月ごとに行っているが、ブランド取得申請の企業が増加する等、各企業は懸命に販路開拓のための努力を続けている。
 今後の見通し

上記のように、組合が中心となってタオルの販売促進を続け、消費者の高品質タオルへの関心が強まっていることも加わって、泉州タオルが市場シェアを回復する機会が出てきている。ただ、震災の自粛ムードが長引けば、関東以北の年賀贈答用白タオル需要が、減少することが懸念される。　　　　（柴田　昌宏）
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平成21年 9,210(-6.4) 103

22年 8,845(-4.0) 101

23年１月 562(-1.5) 101

２月 722(-0.0) 103

３月 710(-5.7) 104

４月 740(-9.3) 103

（注）生産量の単位はトン。

    （　）内は前年比、前年同月比。
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タオルの生産量・組合員数（大阪地区）

資料：大阪タオル工業組合


